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株式会社NTTデータ ソーシャルデザイン推進室

ビジネスケアラーサポート事業

ケアサポ
構想について
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ソーシャルデザイン推進室のミッション

社会課題の解決という切り口から、企業・業界の枠を超えた社会
システム全体を設計・実装し、新たな価値を創出する

当室の取組対象
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家族介護者の「仕事と介護の両立困難」

注目している社会課題

仕事と介護の両立困難
による労働生産性損失

79,163

経済損失：9.1兆円

《家族介護者数の推移》 《2030年における経済損失》

2030年には、家族介護者の４割が
仕事を主とするビジネスケアラー

介護離職による
労働損失
10,178

単位：億円

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/shin_kijiku/pdf/013_03_00.pdf
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影響が大きく、働き方を変更する必要がある

一定の影響があるが、働き方を変更する必要はない

仕事への影響はない

大
29%

中
26%

小
45%

NTTデータ社員の介護両立実態

有効回答者の13%がビジネスケアラー

ビジネスケアラーの年齢分布（N=1,131）

ビジネスケアラーの55％が
「仕事に影響あり」と回答

仕事への影響度（N=1,131）

※NTTデータグループ国内社員の「仕事と介護の両立にかかる実態調査」（2024年6月）
対象者数：14,187人、回答数：9,040人（63.7%）、有効回答数：8,650人

有効回答者の13％（1,131名）、

40代以上は5人に1人 がビジネスケアラー
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NTTデータ社員の制度利用実態
※NTTデータグループ国内社員の「仕事と介護の両立にかかる実態調査」（2024年6月）
対象者数：14,187人、回答数：9,040人（63.7%）、有効回答数：8,650人

介護支援制度利用率はいずれも一桁台

制度があっても使えない との声

50代
課長

30代
主任

40代
部長

仕組みはあっても、使うことも
できないし、休みも取れない。
仕事量は増えるのみなので実質この会
社では働けないと思います。

制度があっても結局人手不
足で業務量を調整できない。
介護との両立が本格化したとき、長期
的に働けると思えない。

制度等が一般的に整っているように見

えるが、今のところ活用イメージが
わかない。

（介護休職） （再採用制度） （休職者向け会社情報提供）

（ハンドブック） （セミナー） （相談窓口）

2 % 1 % 1 %

6 % 9 % 2 %

介護支援制度の利用状況（N=1,131） 社員の声
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NTTデータ社員の反応
※NTTデータグループ国内社員の「仕事と介護の両立にかかる実態調査」（2024年6月）
対象者数：14,187人、回答数：9,040人（63.7%）、有効回答数：8,650人

会社の積極的な介護両立支援は、年齢に関係なく好反応
社員エンゲージメント向上や人財獲得力強化に繋がる との声

73%

23%

とても良いと思う
良いと思う
どちらとも言えない
良いと思わない
全く良いと思わない

96%が高評価

会社が介護両立支援に取り組むことに対する当社社員の評価
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ビジネスケアラーが、親のウェルビーイングを叶えながら、

無理なく働き続けられる社会

目指す世界観

職 域

保険サービス

AsIs：要介護者を支える仕組み
地域単位、ケアマネージャー・保険サービス中心

保険外サービス

要介護者を支える

ケアマネージャー

家族
介護者

要介護者
（親）

超多忙

仕事と介護
の両立困難

地 域

参入難

企業
仕事を休んで
サポート

経済損失

力
量
次
第

職 域

保険サービス

地 域
無理なく
サポート

保険外サービス

ビジネスケアラーを支える

サポーター
新設!!

仕事と介護
の両立

持続的成長

市場拡大

QOL向上

負担減

ToBe：家族介護者も支える仕組み
職域でのビジネスケアラーサポータ新設と保険外サービス活用
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本構想の全体像

NTTデータのつなぐ力で、保険外サービスの提供価値やデータを繋いで

ビジネスケアラー向けの新たな価値を共創し、企業経由でケアラーに届ける

高齢者（在宅）｜親

公的サービス

自立生活のQOL向上

保険サービス

地域包括
支援センター

サービス手配

ケアマネ

サービス
提供

民間サービス

保険外サービス

ビジネスケアラー（予備軍）｜子

ケアサポ

サービス手配

サービス
の相談

企業

ケアサポ
紹介

情報連携

仕事と介護の両立

仕事と介護の
両立支援

売上拡大

高齢者の
実態把握

ケアラー
サポート

異業種連携
エコシステム
（データ連携）

金融
情報

健康
情報

ライフ
ログ

高齢者タッチポイント（場所）

サービス
提供

AI

企業の
持続的成長

企業向け機能

•実態把握支援
•両立支援策検討支援
•両立支援策実行支援

ビジネスケアラー向け機能

•情報提供・相談対応
•親の実態見える化/定期報告
•サービス提案・手配

タッチポイント人財

ケアラーサポーター

地 域職 域
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当面のメインターゲット

“介護のカタチ”がまだ出来上がっていない

ビジネスケアラー予備軍（近未来層・切迫層）を狙う

介護両立
（中重度）

切迫
（いつ始まってもおかしくない）

近未来
（2～3年以内
に始まるかも）

将来
（まだ暫く先）

要介護１～２
要介護3
以上

要支援1～2要介護認定前

介護両立
（軽度）介

護
と
の

向
き
合
い
方

親
の
状
態

ビジネスケアラー予備軍 ビジネスケアラー

他人事
不安は募るが
見て見ぬふり

突然親のケアが
必要になり途方に暮れる

ケアマネを中心に
“介護のカタチ”が
出来上がる

施設への
移行？

【両立初動】
両立体制構築に奔走不安感・負担感イメージ※

※出所：経済産業省 「第１回企業経営と介護両立支援に関する検討会」（https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/healthcare/05_presenter.pdf）

当面のメインターゲット

1,218万人（フレイルの親を持つ人） 240万人（在宅介護）2030年時点の想定人数：
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サービスイメージ

企業の“介護両立施策”に紐づけながら、
ビジネスケアラー（予備軍）の“不安と負担を軽減”するサービスを提供

ビジネスケアラー（予備軍） 親

エージェント

代行業者

親御さんの
情報金庫

ビジネスケアラーに代わって
親の自立生活をサポート介護両立

支援セミナー

介護両立
実態調査

顧客候補を抽出
/サービス紹介

“不安と負担”の解決をサポート
/代行業者手配企業

サービス①

１

2

3サービス②

サービス③
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